
三鷹市告示第 337号 

三鷹市「財政事情」の作成及び公表に関する条例（昭和 23 年三鷹市条例第 15号）第３条の規定に基づき、令和２年度上

半期（令和２年４月１日～令和２年９月 30日）における財政運営状況及び令和元年度決算概況を公表します。 

令和２年 12 月１日 

三鷹市長  河 村  孝 

１ 令和２年度上半期の財政運営状況 

令和２年度の三鷹市の予算総額は1,090億6,565万5千円であり、前年度予算に比べ0.2％の増となっています。前年度

予算と比較すると、下水道事業特別会計が令和２年度から公営企業会計へ移行するため40億6,368万4千円の皆減となった

ものの、一般会計が32億867万4千円（4.7％）の増となったほか、介護保険事業特別会計が6億9,936万5千円（5.3％）の

増となっています。 

本市の財政の根幹である市税収入については、ふるさと納税の影響の拡大などにより個人市民税が5,692万2千円、

0.3％の減収となるほか、たばこの売渡本数の減少により市たばこ税が2,898万7千円、3.9％の減となるものの、新増築家

屋の増加の影響などにより固定資産税が2億5,353万7千円、1.8％の増、都市計画税が3,396万1千円、1.3％の増となるな

ど、市税全体の予算額は、前年度予算と比較して2億2,167万3千円、0.6％増の382億8,117万円と見込んでいます。 

令和２年度は、『第４次三鷹市基本計画（第２次改定）』の基本理念とした「市民の暮らしを守り、三鷹の魅力を高め

る『質の高い防災・減災まちづくり』」を踏まえて各施策を推進するとともに、国際連合が掲げる「ＳＤＧｓ」の理念に

沿った誰一人として取り残さない持続可能なまちづくりの取組を進めていきます。 

<第１表> 令和２年度上半期主要事業 

● 第４次基本計画（第２次改定）における施策の柱等

施策の柱等 内 容 

成熟した都市の質的向上

をめざす「都市再生」 

・三鷹中央防災公園・元気創造プラザ及び駅前のWi-Fi環境の整備 

・「新都市再生ビジョン（仮称）」の策定に向けた取組 

・市内産農産物の活用促進に向けた取組 

・三鷹台駅前周辺地区のまちづくりの推進 

・みたかバスネットの抜本的な見直し 

・用途地域等の見直し 

・三鷹駅南口中央通り東地区再開発事業の推進 

・雨水貯留施設等の整備 

・浸水ハザードマップの更新等による防災意識の啓発 

・災害対策用備蓄品の拡充 

・地域防災計画の改定 

ともに支えあう地域社会

を生み出す「コミュニテ

ィ創生」 

・三鷹のブランド力向上に向けた三鷹ネットワーク大学での研究への支援 

・コミュニティ創生及び地域自治組織等の活動支援の推進 

・介護人財の確保に向けた支援の推進 

・旧どんぐり山施設の利活用 

・企業主導型保育施設に対する保育人財の確保・定着支援 

・産後ケア事業（ゆりかごプラス）の拡充 

・コミュニティ・スクールを基盤とした小・中一貫教育の充実と発展 

・学力・学習状況調査の実施 

緊急対応方針に基づく取

組 

・認可外保育施設利用助成の拡充 

・私立認可保育園の開設支援 

・学童保育所待機児童の解消に向けた取組 



施策の柱等 内          容 

新型コロナウイルス感染

症緊急対応方針に基づく

取組 

・特別定額給付金等の支給に向けた迅速な対応〔第１弾〕 

・不況対策緊急資金等の要件緩和による中小企業への融資のあっせん〔第１弾〕 

・ＰＣＲ検査センター等の設置と運営〔第２弾〕 

・市内小規模事業者の経営継続に向けた給付金の支給〔第２弾〕 

・学生アルバイト等を活用した宅配事業による飲食店の支援〔第２弾〕 

・高齢者及び障がい者の通所・訪問サービス事業者、保育施設等への運営支援〔第２・３弾〕 

・介護及び障がい福祉サービス、ごみ収集委託事業従事職員の応援〔第２・３弾〕 

・小・中学校、保育施設等における感染症防止対策の実施〔第３弾〕 

 

その他の重点施策 

 

・まちづくり応援寄付の推進 

・平和施策の更なる推進 

・三鷹中央防災公園・元気創造プラザの総点検 

・市民の利便性向上と職員の業務効率性向上に向けたデジタル環境の整備 

・自治体クラウドの導入に向けた取組 

・休日診療所・休日調剤薬局等の一体的整備に向けた取組 

・受動喫煙防止に関する条例制定及び公衆喫煙所の設置に向けた取組 

・川上郷自然の村の災害復旧対策事業の実施 

 

 

 



（１）　歳入歳出予算の執行状況

    ア  歳入歳出予算の各会計別執行状況は、第２－１表及び第２－２表のとおりです｡

    イ  歳入歳出予算の各会計別規模の推移は、第３表のとおりで、当初予算比219億6,480万円の増（繰越明許費等を除く）となっています。

    ウ　補正予算に係る事業は、第４表のとおりです。

<第２－１表>　令和２年度歳入歳出予算の各会計別執行状況（令和２年９月30日現在）

　 （単位：万円）

一般会計 949億 6,512 535億 9,787 474億 443

国民健康保険事業特別会計 180億 2,892 61億 5,887 61億 1,184

介護サービス事業特別会計 6億 5,666 2億 7,916 3億 2,312

介護保険事業特別会計 137億 9,302 62億 4,203 54億 9,190

後期高齢者医療特別会計 44億 1,058 17億 1,562 13億 9,655

      合         計 1,318億 5,430 679億 9,355 607億 2,784

1,316 25,430 677 29,355 605 22,784

<第２－２表>　令和２年度下水道事業会計執行状況（令和２年９月30日現在）

（単位：万円）

収入 35億 6,221 11億 6,760 －　

支出 34億 5,999 －　 13億 8,233

収入 13億 2,196 771 －　

支出 19億 7,165 －　 3億 5,394

33.9%

46.1%

31.7%

49.2%

39.8%

支出済額

45.3%

56.4%

38.9%

42.5%

執 行 率

49.9%

40.0%

0.6%

34.2%

収入済額 収 入 率予算現額

51.6%

予算現額 収入済額 収 入 率 支出済額 執 行 率

32.8% －　

－　

－　 18.0%

収益的収入及び支出

資本的収入及び支出

－　



<第３表>　歳入歳出予算の各会計別規模の推移

（単位：万円）

年度

R2 721億 8,448 193億 507 6億 2,696 4億 2,909 894 1億 1,719

R1 689億 7,580 32億 752

 国民健康保険事業 R2 180億 2,092 800

 特別会計 R1 175億 5,442

 介護サービス事業 R2 6億 5,666

 特別会計 R1 9億 176

 介護保険事業 R2 137億 9,302 0

 特別会計 R1 130億 9,366

 後期高齢者医療 R2 44億 1,058

 特別会計 R1 42億 6,636

R2 1,090億 6,566 193億 507 6億 2,696 4億 3,709 894 1億 1,719

R1 1,047億 9,200 32億 752

年度

R2 12億 4,394 1億 2,257 1億 304 8億 2,384 949億 6,512

R1 18億 994 3億 7,864 743億 7,190

 国民健康保険事業 R2 180億 2,892

 特別会計 R1 175億 5,442

 介護サービス事業 R2 6億 5,666

 特別会計 R1 9億 176

 介護保険事業 R2 137億 9,302

 特別会計 R1 130億 9,366

 後期高齢者医療 R2 44億 1,058

 特別会計 R1 42億 6,636

R2 12億 4,394 1億 2,257 1億 304 8億 2,384 1,318億 5,430

R1 18億 994 3億 7,864 1,101億 8,810

※ < >は、補正号数を示します。なお、令和２年度９月補正の議決日は、９月30日です。

※下水道事業特別会計は、令和２年４月からの地方公営企業法の一部適用に伴い廃止し、公営企業会計へ移行しました。

各年度９月30日現在

 一般会計

 一般会計

合      計

繰越明許費等

６月補正

７月補正

５月補正

９月補正

当初予算

合      計

<2>

<8>

<1>

<6>

<2>

<3> <4> <5>

<7>

<1>

<1>

<1>



<第４表>  補正予算に係る事業

  令和２年５月　一般会計補正予算（第１号） (単位:万円)

事　業　内　容 事　業　内　容

（国庫支出金） （総務費）

・特別定額給付金給付事業費補助金 189億 4,780 ・特別定額給付金給付事業費 189億 4,780

・特別定額給付金給付事務費補助金 1億 5,619 ・特別定額給付金給付事務費 1億 5,619

・子育て世帯臨時特別給付金給付事業費補助金 1億 9,250 （民生費）

・子育て世帯臨時特別給付金給付事務費補助金 858 ・子育て世帯臨時特別給付金給付事業費 1億 9,250

・子育て世帯臨時特別給付金給付事務費 858

計 193億 507 計 193億 507

  令和２年５月　一般会計補正予算（第２号） (単位:万円)

事　業　内　容 事　業　内　容

（都支出金） （民生費）

・市町村新型コロナウイルス感染症緊急対策特別交付 3億 4,226 ・子どものための給付金給付事業費 2億 8,470

　金 （商工費）

（繰入金） ・小規模事業者経営支援給付金給付事業費 3億 4,226

・子ども・子育て基金とりくずし収入の増 2億 8,470

計 6億 2,696 計 6億 2,696

  令和２年６月　一般会計補正予算（第３号） (単位:万円)

事　業　内　容 事　業　内　容

（国庫支出金） （議会費）

・生活困窮者自立相談支援事業費等負担金の増 2,283 ・議員人件費その他の減 △322

・新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 2億 530 ・職員人件費その他の減 △46

・公立学校情報通信ネットワーク環境施設整備費補助 9,005 ・議員研修関係費の減 △45

　金 ・交際費の減 △20

（都支出金） ・政務活動費の減 △680

・市町村新型コロナウイルス感染症緊急対策特別交付 3,442 （総務費）

　金の増 ・職員人件費その他の減 △110

・医療保健政策区市町村包括補助金の減 △42 ・職員研修費の減 △30

・一時預かり事業・定期利用保育事業費補助金の減 △1,874 ・職員貸与被服費の減 △560

・認証保育所臨時休園等に対する支援事業補助金 2,752 ・交際費の減 △30

・出産・子育て応援事業補助金の増 2,730 ・憲法施行記念行事費の減 △106

・地域人材確保総合支援事業補助金の減 △475 ・企画調査関係費の減 △151

・スポーツ振興等事業費補助金の減 △201 ・働き方改革応援事業費の減 △143

・東京2020大会開催関連事業費補助金の減 △879 ・三鷹ネットワーク大学運営費の減 △130

・オンライン学習環境整備支援事業補助金 1,549 ・三鷹の森科学文化祭関係費の減 △130

・家庭学習通信環境整備支援事業補助金 3,047 ・市制施行70周年記念事業関係費の減 △3,386

・公立学校情報通信ネットワーク環境施設整備支援事 900 ・多摩・島しょ広域連携活動事業費の減 △1,200

　業補助金 ・参加と協働推進事業費の減 △492

歳　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　出

補正額 補正額

補正額 補正額

歳　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　出

補正額 補正額

歳　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　出



  令和２年６月　一般会計補正予算（第３号）※つづき (単位:万円)

事　業　内　容 事　業　内　容

・東京都知事選挙費委託金の増 1,052 ・三鷹中央防災公園・元気創造プラザ管理運営費の減 △500

（諸収入） ・情報系システム関係費の増 245

・多摩・島しょ広域連携活動助成金等収入の減 △1,080 ・住民情報システム共同利用推進事業費の減 △3億 5,737

・ジュニア・シニアリーダー講習会参加料金収入の減 △40 ・アニメーション美術館管理等関係費の増 735

・東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会機 △80 ・財政調整基金積立金の増 2億 2,494

　運醸成事業助成金の減 ・東京都知事選挙執行費の増 1,052

・学校臨時休業対策費補助金収入 290 （民生費）

・生活困窮者自立相談支援事業費の増 476

・生活困窮者住居確保給付金支給事業費の増 2,568

・障がい福祉サービス等事業者運営支援事業費 1,141

・障がい福祉サービス等事業所職員応援事業費 635

・在宅医療・介護連携推進事業費の減 △85

・敬老のつどい事業費の増 758

・介護サービス事業者運営支援事業費 1,462

・介護サービス事業所職員応援事業費 1,826

・食事サービス利用助成事業費 3,652

・弁当宅配サービス利用助成事業費 17

・一時預かり事業費の増 431

・地域型保育給付関係費の増 497

・認証保育所等運営事業費の増 5,504

・定期利用保育事業費の減 △3,749

（衛生費）

・新型コロナウイルスＰＣＲセンター関係費 3,378

・出産・子育て応援事業費の増 2,850

・環境学習事業費の減 △121

・家庭系ごみ減量・資源化関係費の増 759

（労働費）

・女性のための就労支援事業費の減 △475

（商工費）

・商工事務関係費の増 20

・商工会助成事業費の減 △414

・商店街助成事業費の減 △189

・中小企業者支援事業費の増 9,262

・経営・産業技術アドバイザー等関係費の増 85

・三鷹の森アニメフェスタ等関係費の減 △50

・飲食事業者支援事業費 3,752

（土木費）

・コミュニティバス関係費の増 439

・都市計画事業運営費の減 △515

・花と緑のまち三鷹創造協会関係費の減 △212

・都市公園整備事業費の減 △200

歳　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　出

補正額 補正額



  令和２年６月　一般会計補正予算（第３号）※つづき (単位:万円)

事　業　内　容 事　業　内　容

（教育費）

・職員貸与被服費の減 △126

・学校給食関係費の増 387

・コミュニティ・スクール関係費の減 △123

・オンライン学習環境整備支援事業費 4,596

・学習用端末等整備事業費 23,564

・就学援助・奨励関係費（小・中学校費）の増 104

・オリンピック・パラリンピック文化事業費の減 △116

・ジュニアリーダー育成交流事業費の減 △384

・姉妹市町元気創造交流事業費の減 △138

・東京2020オリンピック・パラリンピック等推進事業 △9,065

　費の減

（予備費）

・予備費の増 1億

計 4億 2,909 計 4億 2,909

  令和２年６月　一般会計補正予算（第４号） (単位:万円)

事　業　内　容 事　業　内　容

（繰入金） （土木費）

・財政調整基金とりくずし収入の増 130 ・雨水貯留施設整備事業費の増 894

（諸収入）

・雨水貯留施設整備工事費負担金収入の増 764

計 894 計 894

  令和２年６月　一般会計補正予算（第５号） (単位:万円)

事　業　内　容 事　業　内　容

（国庫支出金） （民生費）

・母子家庭等対策総合支援事業費補助金の増 1億 1,719 ・ひとり親世帯臨時特別給付金給付事業費 1億 1,719

計 1億 1,719 計 1億 1,719

  令和２年６月　国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号） (単位:万円)

事　業　内　容 事　業　内　容

（国民健康保険税） （保険給付費）

・一般被保険者国民健康保険税の減 △8,500 ・傷病手当金 800

（国庫支出金）

・国民健康保険災害臨時特例補助金の増 5,100

（都支出金）

・保険給付費等交付金（特別交付金）の増 4,200

計 800 計 800

歳　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　出

補正額 補正額

歳　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　出

補正額 補正額

歳　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　出

補正額 補正額

補正額 補正額

歳　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　出



  令和２年６月　介護保険事業特別会計補正予算（第１号） (単位:万円)

事　業　内　容 事　業　内　容

（保険料）

・第１号被保険者保険料の減 △3,100

（国庫支出金）

・調整交付金 3,100

計 0 計

  令和２年７月　一般会計補正予算（第６号） (単位:万円)

事　業　内　容 事　業　内　容

（国庫支出金） （民生費）

・生活困窮者自立相談支援事業費等負担金の増 8,053 ・生活困窮者住居確保給付金支給事業費の増 1億 737

・新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 7億 186 ・新型コロナウイルス感染者家族等支援事業費 4,847

　の増 ・新型コロナウイルス感染症対策関係費 1億 4,340

・子ども・子育て支援交付金の増 3,690 ・保育施設等従事職員応援事業費 881

・保育対策総合支援事業費補助金の増 4,200 （衛生費）

・学校保健特別対策事業費補助金 4,000 ・新型コロナウイルス感染症対策関係費 903

（都支出金） ・ごみ収集業務従事者等応援事業費 144

・市町村総合交付金の増 5,000 （商工費）

・新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業費補助 5,010 ・商工会助成事業費の増 460

　金 ・創業者支援事業費の増 502

・私立幼稚園新型コロナウイルス感染症対策事業費補 1,440 ・中小企業感染防止対策支援事業費 1,006

　助金 ・プレミアム付商品券事業費 6億 5,302

・新型コロナウイルス感染症対策支援事業補助金 4,400 （消防費）

（繰入金） ・災害対策備蓄等整備事業費の増 7,779

・財政調整基金とりくずし収入の増 1億 8,415 （教育費）

・学校給食関係費の増 5,084

・学校管理運営費（小・中学校費）の増 6,852

・学校教育振興費（小・中学校費）の増 785

・就学援助・奨励関係費（小・中学校費）の増 229

・学校保健衛生費（小・中学校費）の増 4,468

・就学時健康診断関係費の増 75

計 12億 4,394 計 12億 4,394

補正額 補正額

歳　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　出

歳　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　出

補正額 補正額



  令和２年９月　一般会計補正予算（第７号） (単位:万円)

事　業　内　容 事　業　内　容

（国庫支出金） （総務費）

・地域生活支援事業費等補助金の減 △58 ・市制施行70周年記念事業関係費の減 △196

・子ども・子育て支援交付金の増 548 ・新都市再生ビジョン（仮称）策定関係費の減 △1,200

・妊娠・出産包括支援事業補助金の増 51 ・牟礼西地区公会堂耐震補強事業費の増 2,302

（都支出金） ・市民協働センター管理関係費の増 170

・地域福祉推進区市町村包括補助金の減 △278 ・市民協働推進事業費の増 300

・地域生活支援事業費等補助金の減 △29 ・財政調整基金積立金の増 2,959

・子ども家庭支援区市町村包括補助金の増 370 ・まちづくり施設整備基金積立金の増 2

・子ども・子育て支援交付金の増 548 ・税収払戻金及び還付加算金の増 2,771

・とうきょうママパパ応援事業補助金 159 ・証明書交付等事務費の増 190

・受動喫煙防止対策促進事業補助金 104 （民生費）

・受動喫煙防止対策の強化に伴う喫煙環境の整備事業 765 ・戦没者追悼式事業費の減 △169

　補助金 ・福祉バス管理関係費の減 △557

・道路橋梁費補助金の減 △1,000 ・新型コロナウイルス感染症対策関係費の増 216

・スポーツ振興等事業費補助金の減 △102 ・市民体育祭バリアフリー化関係費の減 △118

・公立学校情報機器整備支援事業補助金 1,188 ・健康福祉基金積立金の増 8

（繰入金） ・子ども食堂等運営支援事業費の増 340

・健康福祉基金とりくずし収入の増 9,233 ・ふたご家庭支援事業費 92

（繰越金） ・学童保育所管理関係費の増 1,545

・前年度繰越金の増 1億 2,258 ・高山小学童保育所整備事業費 256

（市債） ・子ども・子育て基金積立金の増 11

・道路整備債の減 △1億 1,500 （衛生費）

・新型コロナウイルス感染症医療支援事業費 9,233

・両親学級関係費の増 118

・受動喫煙防止条例制定関係費の増 104

・公衆喫煙所整備事業費の増 765

・環境基金積立金の増 0

（農林費）

・農業振興支援事業費の減 △1,060

（商工費）

・飲食事業者支援事業費の増 5,297

（土木費）

・橋梁架替事業費の減 △1億 1,210

（教育費）

・学校警備関係費の減 △151

・教育ネットワーク管理運営費の減 △270

・学習用端末等整備事業費の増 1,742

・川上郷自然の村管理運営費の増 616

・学校環境衛生費（小・中学校費）の減 △245

・長寿命化改修事業費（小・中学校費）の減 △1,000

・市民体育祭関係費の減 △400

・東京2020オリンピック・パラリンピック等推進事業 △204

　費の減

計 1億 2,257 計 1億 2,257

補正額 補正額

歳　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　出



  令和２年９月　一般会計補正予算（第８号） (単位:万円)

事　業　内　容 事　業　内　容

（都支出金） （衛生費）

・季節性インフルエンザ定期予防接種特別補助金 6,259 ・高齢者等予防接種事業費の増 1億 304

（繰入金）

・健康福祉基金とりくずし収入の増 3,003

（諸収入）

・予防接種費負担金収入の増 1,042

計 1億 304 計 1億 304

歳　　　　　　　　入 歳　　　　　　　　出

補正額 補正額



（２）　市民負担の状況

　　　　市税の市民負担の状況は、第５－１表のとおりです。

　　　　市税のうち、地方税法に基づく目的税として、入湯税は観光振興事業に要する費用に、都市計画税は街路事業、公園事業、

　　　下水道事業などの都市計画事業に充当しています。

　　　　国民健康保険税の市民負担の状況は、第５－２表のとおりです。

<第５－１表>　市税の市民負担の状況

構成比 市民１人当たり １世帯当たり 構成比 市民１人当たり

          （万円） 　（％） の負担額(円) の負担額(円)           （万円） 　（％） の負担額(円)

189億 8,003 51.1 99,862 198,171 市民税 190億 8,226 51.7 101,269

145億 9,010 39.2 76,765 152,336 固定資産税 143億 1,780 38.8 75,984

1億 503 0.3 553 1,097 軽自動車税 9,956 0.3 528

3億 8,793 1.0 2,041 4,050 市たばこ税 3億 8,181 1.0 2,026

0 0.0 0 0 入湯税 0 0.0 0

3億 9,835 1.1 2,096 4,159 事業所税 3億 8,238 1.0 2,029

27億 218 7.3 14,217 28,213 都市計画税 26億 7,438 7.2 14,193

371億 6,362 100.0 195,534 388,026 合   計 369億 3,819 100.0 196,029

令和２年９月30日現在 令和元年９月30日現在

　　人口 190,062 人（外国人住民を含む。） 　　人口 188,432 人（外国人住民を含む。）

　　世帯 95,776 世帯 　　世帯 94,808 世帯

<第５－２表>　国民健康保険税の市民負担の状況　　

R2   9,261 14億 2,014 36.5 103,009

R1   5,404 13億 4,202 35.7 96,861

　令和２年度（令和２年９月30日現在） 　被保険者 37,789 人 世帯数 26,092 世帯

　令和元年度（令和元年９月30日現在） 　被保険者 38,757 人 世帯数 26,706 世帯

140,569

149,188

収入率
　（％）

 被保険者１人当た

 りの負担額  （円）

 １世帯当たりの

 負担額　　　（円）

0

4,033

37億

令和２年度現年課税分（令和２年９月30日現在）

課　税　額

課税額　（万円） 収入額　（万円）

38億

税      目

年度

28,208

389,610

令和元年度現年課税分（令和元年９月30日現在）

課　税　額 １世帯当たり

の負担額(円)

201,273

151,019

1,050

4,027



（３）　財産、市債及び一時借入金の状況

　①　不動産の状況

  令和元年度末と比較して、市有物件では、土地が増減なし、建物が12.62㎡の増になっています。

  全体の状況は、第６－１表のとおりです。

　②　基金その他の状況

　全体の状況は、第６－２表のとおりです。

　③　市債及び企業債、一時借入金の状況

　市債及び企業債、一時借入金の状況は、第６－３表のとおりです。

※令和元年度末：令和２年３月31日現在

<第６－１表>　　不動産の状況（令和２年９月30日現在）

　　　

 区　　　　　分

 土　　　　　地 ㎡ ㎡ ㎡

 建　　　　　物 ㎡ ㎡ ㎡

755,522.69

340,155.68

42,862.50

7,413.55

798,385.19

332,742.13

　令和元年度末と比較して、まちづくり施設整備基金が6,166万円の増となる一方で、財政調整基金が

1億7,106万円、健康福祉基金が1億6,176万円、子ども・子育て基金が7,131万円の減となったことなど

により、全体では3億6,652万円の減となりました。

借  用  物  件 計市  有  物  件



<第６－２表>　　基金その他の状況（令和２年９月30日現在）

（積立基金） 　　　　　 （単位：万円）

3,044

355

5,355

8,620

8,461

7,455

3,748

8,780

5,818

45,818

（定額運用基金） （単位：万円）

700

300

1,000

（単位：台）

102

<第６－３表>　　市債及び企業債、一時借入金の状況(令和２年９月30日現在) (単位：万円)

　一般会計 352億 7,468 0

　介護サービス事業特別会計 2億 6,514 0

　下水道事業会計 98億 5,788 0

453億 9,770 0

354億 13,982

車　　　　　両

借用車両５台を含む。

会　　　　　計 市債・企業債

　合         計

一時借入金

　国民健康保険高額療養資金及び出産資金貸付基金

　介護保険高額サービス費資金貸付基金

合　　　　　計

　平和基金

  環境基金

  子ども・子育て基金

合　　　　　計

名　　　　　称

15億

名　　　　　称

　財政調整基金

　健康福祉基金

金　　　額

43億

38億　まちづくり施設整備基金

　庁舎等建設基金 24億

17億

7億

150億

  介護保険保険給付費準備基金

2億

金　　　額

146億



38,281

4,163

1,171

32,942

10,775

1,836 1,222 776 1,517
2,282

21,890

2,198

501

24,405

2,562

0
1,222

159 0 661

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

令和２年度上半期 一般会計歳入予算収入状況 (令和２年９月30日現在）

市税 地方消費税
交付金

使用料及び
手数料

国庫支出金 都支出金 繰入金 繰越金 市債 その他諸収入

＜予算現額 949億65百万円＞ ＜収入済額 535億98百万円＞

予算現額

収入済額

(単位：百万円）

28,176

38,330

4,576
6,043

2,289

9,235

3,731
2,585

22,467

15,646

1,505 1,334 1,052
3,387

1,175 838

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

総務費 民生費 衛生費 土木費 消防費 教育費 公債費 その他

令和２年度上半期 一般会計歳出予算執行状況

予算現額

支出済額

(単位：百万円）
＜予算現額 949億65百万円＞ ＜支出済額 474億4百万円＞

(令和２年９月30日現在）



２ 令和元年度決算概況 

     

令和元年度の予算現額（最終予算額）は、全会計の合計で 1,161 億 7,759 万 6千円となり、これに対する歳入決算額は

1,125億 5,168 万 3千円で、収入率は 96.9％、歳出決算額は 1,110億 1,223 万 6千円で、執行率は 95.6％となりました。

決算規模を前年度と比較すると、歳入が 3.3％、歳出が 3.9％の増となっています。 

本市の歳入の根幹である市税収入の決算規模は 385億 1,169 万 5千円で、前年度比 2億 1,737 万 3千円、0.6％の増と

なりました。この要因は、ふるさと納税の影響があったものの納税義務者数の増などにより個人市民税が増となったこと

や、宅地や新築家屋の増加などを反映して固定資産税が増となったことによるものです。 

歳出面では社会保障施策に係る経費の増加が続き、硬直的な財政運営を強いられる中で行財政改革を推進する一方、市

民サービスの向上を図りながら市民の皆様の暮らしを守ることを最優先とし、新型コロナウイルス感染症対策にも取り組

みました。また、財政運営のセーフティーネット機能を担う基金の残高確保に努めるとともに、将来負担に配慮しながら

市債を活用しつつ繰上償還を行うなど、健全な財政運営に努めました。 

このような状況の中、①『第４次三鷹市基本計画』の第２次改定と個別計画改定の有機的な連携による効果的な施策の

展開、②市民サービスの質の向上を支える行財政基盤の確立を市政運営の基本的な考え方に据えつつ、『第４次三鷹市基

本計画』の第２次改定を進める中で、「補正予算編成にあたっての市政運営の基本的な考え方」で示した施策に取り組み、

基本構想が掲げる「人間のあすへのまち」の実現に向けて、「高環境・高福祉のまちづくり」を進めました。 

 

 

<第７表> 令和元年度主要事業 

● 第４次基本計画（第１次改定）における最重点プロジェクト等 

プロジェクト 内          容 

（1）都市再生 ・防災都市づくりに向けた市庁舎・議場棟等整備の再調整 

・三鷹駅南口中央通り東地区再開発事業の推進 

・学校施設長寿命化計画（仮称）の策定に向けた検討と長寿命化改修工事の実施 

・弓道場・アーチェリー場等の整備をはじめとした都市再生の推進 

 

 

（2）コミュニティ創生 ・コミュニティ創生研究事業の推進 

・地域ケアネットワーク推進事業の充実と発展 

・多世代交流センターを拠点とした多世代交流事業の実施 

・買物環境の整備 

 

（3）安全安心 ・防犯カメラ設置への支援等の実施 

・中原地区における都市型水害対策等の推進 

・生け垣助成制度の要件緩和 

・都市型水害対策の推進 

・下水道施設の長寿命化の推進 

 

（4）子ども・子育て支援 

 

・義務教育就学児医療費助成の拡充 

・保育園の待機児童解消に向けた調査 

・幼児教育・保育の無償化の円滑な実施 

・私立認可保育園の開設支援 

・学童保育所待機児童の解消に向けた取組 

・子ども・子育て基金の創設 

・コミュニティ・スクールを基盤とした小・中一貫教育の充実と発展 

・教育支援の充実 

・学校空調設備の計画的な更新と体育館への整備 

 

（5）健康長寿社会 ・特別養護老人ホームの整備への支援 

・旧どんぐり山施設の利活用の検討 

・休日診療所・休日調剤薬局等の一体的な整備 

・胃がん検診の内視鏡検査の実施 

 

（6）セーフティーネット ・フードバンク事業への支援 

・生活困窮者自立支援体制の強化 

 

（7）サステナブル都市 ・食べきり運動の推進 

・「公園・緑地の適切な活用に向けた指針」に基づく公園整備 

 

 



 

プロジェクト 内          容 

（8）地域活性化 ・太宰治生誕110年記念事業の開催 

・三鷹市ゆかりの文学者顕彰事業の推進 

・「三鷹産野菜の日」の推進 

・都市農業活性化支援事業の実施 

・三鷹台駅前周辺地区のまちづくりの推進 

・用途地域等の見直し 

・東京2020オリンピック・パラリンピック等の気運醸成事業の積極的な推進 

 

（9）都市交通安全 ・「駐輪場整備運営基本方針」の推進 

・サイクルシェア事業の本格実施 

・三鷹駅南口駅前広場等の交通環境改善に向けた取組 

 

（10）その他 ・三鷹中央防災公園・元気創造プラザの総点検の実施 

・新型コロナウイルス感染症対策の実施 

 

 



（１）　各会計の歳入歳出決算概要

　　　　令和元年度の各会計別歳入歳出決算概要は、第８表のとおりです。

<第８表>　　令和元年度各会計別歳入歳出決算概要

収入率 執行率

760億 6,485 732億 3,562 96.3%  720億 1,354 94.7%  

　国民健康保険事業特別会計 176億 2,534 175億 5,364 99.6%  174億 7,017 99.1%  

　下水道事業特別会計 40億 8,510 37億 4,214 91.6%  35億 1,991 86.2%  

  介護サービス事業特別会計 9億 176 8億 3,625 92.7%  8億 3,257 92.3%  

  介護保険事業特別会計 131億 7,272 129億 1,562 98.0%  129億 1,396 98.0%  

  後期高齢者医療特別会計 43億 2,783 42億 6,841 98.6%  42億 6,209 98.5%  

　　　　合　　　計 1,161億 7,760 1,125億 5,168 96.9%  1,110億 1,224 95.6%  

　一般会計

(単位：万円)
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金額 金額



38,259

3,103

1,153

12,022
9,157

4,727

1,903 2,274
3,467

38,512

3,074

1,140

11,571
9,098

2,848 1,903 1,706

3,384

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

令和元年度一般会計 歳入予算収入状況（決算）
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＜一般会計歳出決算額 720億14百万円＞

人件費 13.8%

扶助費 29.4%

公債費 7.2%投資的経費 8.8%

物件費 16.0%

維持補修費 0.5%

補助費等 10.0%

投資及び出資金・貸付金 0.0%
繰出金 10.8%

積立金 3.5%

(単位：百万円)

令和元年度一般会計 性質別経費の状況（決算）

市税 使用料及び
手数料

国庫支出金 都支出金 繰越金 市債 その他地方消費税
交付金

繰入金

（単位：百万円） ＜予算現額 760億65百万円 収入額 732億36百万円＞
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収入済額
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令和元年度一般会計 歳出予算執行状況（決算）
（単位：百万円） ＜予算現額 760億65百万円 支出額 720億14百万円＞

予算現額

支出済額


